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　本セッションでは、異分野融合研究・プロジェクトのあり方を、人社系研究

分野の役割に注目して考えてみたい、そしてそこでの URA の役割とはどうい

うものなのかについて焦点を当ててみたいと考えています。

　異分野融合研究や学際研究、文理融合研究など、これまでにも繰り返し議論

されている大きなテーマではありますが、近年、特に異分野融合研究に人文

学・社会科学系研究分野の参画が求められるようになってきています。

　象徴的なのが、「科学技術基本法」から「科学技術・イノベーション基本法」

への改正ですが、それ以前にも JST 等の大型プロジェクトのチーム・ビル

ディングに人社系研究者の参画が求められることがよく見られました。海外で

は、欧州連合（EU）の「責任ある研究・イノベーション」（Responsible Re-

search and Innovation/RRI）という考え方や、OECD（経済協力開発機構）

による「社会課題解決のためのトランスディシプリナリー研究」で、人文学・

社会科学分野の役割が積極的にうたわれるようになってきています。この背景

には、1960 年から 70 年代に始まった科学技術への懐疑や、それに対する新し

い潮流としての ELSI（Ethical, Legal and Social Issues）の問題、あるいは、

地球規模の課題に一日でも早く解決したいという社会からの要請があるのでは

ないかと思っております。

　とはいいながら、私たち URA が日常的に業務を行う時や、研究者自身が

日々の研究を行う中で、そういった要請に個別に応えていくというのは簡単な

ことではありません。また、既に関わっている場合であっても、どうしたら成

功に導けるのか、そもそもどうなれば「成功」と言えるのかに明確に回答する

ことは難しいと思います。そこで、今回は、既に様々な形で実施され、成果を

上げている四つの取り組みについてご講演いただきます。

　まず、京都大学と新潟大学から、それぞれ学内ファンドで取り組まれている
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事例についてご発表いただきます。大阪大学からは、2020 年 4 月に設立され

た社会技術共創研究センター、通称 ELSI センターの目指すものとその取り組

みについて、そして、最後に、総合地球環境学研究所の学際研究評価の取り組

みについて、それぞれお話しいただきます。

　こういった具体的な事例を通して、そこにあらわれてくる人社系研究の役割

や意義、さらには、そこでの URA の役割をどのように考えていくかというの

が、本セッションの趣旨となります。

　なお、このセッションは、第 8 回 JINSHA 情報共有会として、人文・社会

科学系 URA ネットワーク幹事校と共同実施になっております。この人文・社

会科学系 URA ネットワークとは、「人文・社会科学系研究推進フォーラム」

を連携して企画・開催している人社系 URA の大学をまたがるネットワークで

す。2020 年 10 月には、第 6 回人社フォーラムとして、同様のテーマで多様な

方向からの講演と、それを踏まえたワークショップを開催いたします。講演と

ワークショップは別日になっています。講演はもちろん、ワークショップもま

だ少し定員まで余裕がありますので、もしよろしかったら登録のほうをよろし

くお願いいたします。
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▌はじめに

　ご紹介にあずかりました、京都大学学術研究支援室、通称KURAと言って

いますが、KURAの稲石です。本日のお話は異分野融合ということが一つ

テーマになっていますが、これ、学際と言ったり文理融合と言ったり、あるい

は分野横断、異分野連携と様々な言い方があって、微妙にそれぞれニュアンス

が違ってくると思うのですが、今日はまた他の方のお話にも出てきますし、説

明しだすと長くなってしまいますので、割愛して進めさせていただきます。

　本日のお話ですが、大きく分けて三つのカテゴリーで進めたいと思います。

一つは、先ほど中野さんからご紹介のありました京都大学の学内ファンド、

SPIRITS の事例に関して。2番目は、学内にユニットと称されるものがあるの

で、それがどのようなものかという紹介と、その傾向。3番目に関しては、今

後に向けて人社系はどのように取り組んでいったらいいのかということがお話

しできればと思っております。

▌SPIRITS：Supporting Program for Interaction-based Initiative Team Studies

　最初に、SPIRITS ですが、この学内ファンドは、京都大学の研究大学強化

促進事業の一環としてやっています。学際・国際・人際融合事業「知の越境」

融合チーム研究プログラムで SPIRITS と言っていますが、今、三つの区分で

募集を行っています。一つは国際型、2番目にあるのが今日お話しする学際

型、3番目が産官学共創型です。2019 年度より、この三つのカテゴリーに対し

て「人文知の未来形発信」重点領域の応募枠というのも設置されています。

　最初、2013 年度に立ち上げたときには、学際型・国際型でスタートしまし

人社系の関わる京都大学の事例紹介と
今後の共創研究に向けて

京都大学　学術研究支援室・シニアURA　稲石　奈津子
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た。5 年ほどたってから産官学共創型というのがスタートしています。更に、

指定国立大学の採択を受けて、人社未来形発信ユニットが発足しましたので、

それに合わせて 2019 年度に人文知の未来形発信の重点支援がスタートしてい

ます。

　KURAとしてのかかわり方は大きく分けて二つあります。一つが運営で、

もう一つが支援、個別の支援になります。2013 年度当時から、制度設計とプ

ログラム運営はKURAが担っています。審査は別に研究者の方々がされるの

ですが。支援も 2013 年度の当初から情報提供、チーム形成支援といった申請

時の支援と、プロジェクトが採択されてからの伴走支援を行っています。た

だ、支援の内訳については変遷がありまして、2013 年度からしばらくは、

URAがプロジェクトコーディネーターとしてチームメンバーにあらかじめ

入っていることが前提となっていました。特に 2013 年度の初年度は、必ず

URAを入れるよう義務付けられていましたが、URAの果たす役割がまちま

ちだったこともあり、2016 年度からプロジェクトコーディネーターとして

URAが入るのはマストではなく、入らない場合は窓口URAというのを配置

しています。さらに、2019 年度からは申請書のブラッシュアップは行わない

と明記するようになりました。それ以前は、部局URAが結構支援していたの

ですが。また、公募要領にURAによる具体的支援について内訳を掲載し、採

択後に全プロジェクトに窓口URAを配置するような形になっています。この

ように、URAの役割のうち、支援のほうに関しては試行錯誤が何段階かあり

ました。全体の整理に関してはこのような形です。スライド 4ページにまとめ

てあります。

　スライド 5ページが、学際型の SPIRITS に関して、採択課題の中で人社系

研究が含まれているものをリストアップしたものです。現段階で 10 件ぐらい

しかないのですが、この表で色分けしてあるのが、プロジェクト側が設定した

キーワードで、人社系研究分野、学際的な研究分野、自然科学系研究分野、社

会貢献的な取組で色分けしています＊1。

　もう一つ、スライド 6ページが産官学共創型と人社重点支援をリストアップ

したものです。産官学共創型に関してはそのカテゴリーだけのものもあります
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が、人社重点支援に関して言えば、人社重点支援の国際型、人社重点支援の学

際型という感じで、人社重点支援だけで完結するのではなく、三つあるカテゴ

リーに人社重点支援というのがかぶさっているというふうにお考えください。

こちらも、傾向に関してキーワードを色分けしてあります。

　これらに関して簡単な分析を行うと、SPIRITS の学際型で今まで全 42 件が

採択されていますが、そのうち人社系研究が入っているものが 10 件で、全体

の割合としては 24％程度です。新しいカテゴリーの産連に関しては、産連全

体で 7件採択のうち 3件人社系が採択されていて、こちらは学際と比べるとも

う少し割合的に多いです。学際は全体としては、例えば理系の異なる分野で学

際研究をしているような例も多く、4分の 3ぐらいがそのタイプですので、理

系と文系の両者でやっているものは 4分の 1ぐらいとお考えください。

　キーワードから見える傾向としては、一つはもともと学際的な学問領域とい

うのが一定数あるということ。例えばELSI 系のものや科学史などは、科学が

関係するものに史学といった人社系の研究テーマが合わさっている学際領域的

なものです。あと、社会貢献や社会実装、アウトリーチといったものを目指し

ているケースが多い。テーマ的にはELSI、高齢化社会、あとは、データベー

ス、アーカイブ、デジタル・ヒューマニティーズなど、情報学系のものが比較

的多いです。人社系の分野としては、公共政策や経済という社会科学はやはり

入ってくるのですが、人文学に関しても結構多くて、ELSI 系の倫理学に限ら

ず、史学や哲学も入っています。京大の特徴としては、防災研究所があるため

か、防災分野が入ってくる。防災に関しては、公共政策、都市づくりやまちづ

くりといったことも関わってくるので、政策的な面も含めて入ってきている。

あと、京大の SPIRITS の特徴と言えると思いますが、3件ぐらい宇宙関連の

ものが入っています。具体的にどのような研究かというと、例えば、宇宙人と

ファーストコンタクトしたときにどのように接するべきか、文化人類学の知見

を応用して考えるといった、少し倫理・哲学的なものなどが含まれています。

　以上が傾向ですが、URAの果たす役割をここでご説明しておきたいと思い

ます。伴走支援の例ということで、一つの例を挙げています。SPIRITS の学

際型で、今で言うELSI の研究で採択された先生の例です。何年後かに他の先
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生が代表の国際型 SPIRITS の 1 チームとしてこの先生の研究チームが、再

度、SPIRITS に採択されています。他にもこの先生に関しては、民間助成財

団への申請、国際シンポジウムの学内申請や報告、科研費の国際共同研究など

も支援して採択されています。ちょうど、今年から JST-RISTEXの ELSI 関

連プログラムが新しく始まりましたが、そちらもこの先生として採択されてい

ます。このように何年かがかりで外部資金の獲得支援を中心に支援を続けてい

ます。この SPIRITS の学際型の終了後の目的の一つに、研究費で比較的規模

の大きなものに採択されるというのがありますので、その目的に合わせる形で

支援を行っているという例です。

　次に伴走支援で果たす役割についてご説明したいと思います。スライド 9

ページになります。申請時、支援中、終了時、終了後と大きく分けましたが、

申請時は、研究者の紹介ですとか SPIRITS 自体の趣旨説明、情報提供。支援

中は、広報に関する支援ですとか、支援中に発生する外部資金の申請支援、派

生事業に関する研究者の紹介、KURAの他の事業への紹介や連携というのも

あります。KURAの URAは人数が多いので、スケールメリットを利用し

て、例えば国際関係のURAを紹介したり、産連担当URAに紹介したり、企

画、広報URAのほうに紹介したり、文系以外の他地区のURAの人に紹介し

たりということで、活動の幅を広げるのに役立っていると思います。あと、終

了時は、報告書の作成などがありますが、先ほどの伴走支援の例のように新し

い外部資金をとりに行くときなど、チーム形成時に支援したり、学内の他の組

織の紹介などもしています。

　スライド 10 ページには、学際研究のメリットと、URAに求められている

ことが書いてありますが、これは、昨年度、「人文知の未来形発信」重点領域

関連セッション、先ほどご説明差し上げた人社重点領域のセッションで、「学

際フロンティア SPIRITS」というパネルディスカッションを実施した時に出

たご意見です。SPIRITS の学際型を文系でとられている先生にご登壇いただ

いた際にお伺いしたものですが、学際研究は社会的波及効果のあるものが多い

のと、プロジェクトからの派生が多く、SPIRITS をとっているときだけでは

なく、その後にいくつかの派生の研究が発生して活動の可能性が広がったとい
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うのが大なメリットのようです。URAに求められることとして、一つは学際

研究の評価の難しさをどう考えるか。自分の専門の領域だったら、その分野の

ジャーナルに出して、評価されることが重要だけれど、学際の場合は成果をど

こに出していくかという評価の難しさ、学際であるがゆえの難しさというのが

あると思います。これは今日、押海さんのほうからもお話しいただければなと

思っています。もう一つは、接点のない分野の研究者をつなぐ機能ですね。

コーディネーターとしての機能。あとは、情報発信の仕方、市民とのコミュニ

ケーションのとり方ということで、広報的なこともニーズとして上がってきま

した。

▌学内ユニット

　次に、学内ユニットに関して。この学内ユニットは、学際融合教育研究推進

センターというところに置かれています。この学際センターですが、今日この

後のセッションで 100 人論文のセッションがありますが、その 100 人論文を立

ち上げた宮野公樹先生が所属されているセンターです。100 人論文のほかに

も、このユニット制度ですとか、分野横断プラットフォーム構築事業など、学

際に関する幾つかの施策を実施しているところです。そこのユニット制度を今

日は少しご紹介したいと思います。まずユニットとライトユニットという 2種

類がありまして、ユニットのほうは、学際的なメンバーから成る研究教育グ

ループをユニットと称しています。大学の正式組織として認定しているもので

すが、学際センターはその設置承認と制度的補助をしています。ライトユニッ

トのほうは、名前のごとく、もう少しライトなもので、柔軟な研究会グループ

として位置づけられています。学際センターがライトユニットの呼称を付与す

るような形で、学内的身分を与えているというものです。詳しくは学際セン

ターのウェブサイトがリニューアルされて、かなりいろいろな事例が挙がって

いますので、ぜひご覧ください。

　これも先ほどの SPIRITS と同じように、どこの分野でこのユニットが組ま

れているかというのがホームページに載っています。例えば、心理学、教育

学、医学、情報学、霊長類学のように。それを分野と部局を色分けしていく
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と、また少し傾向が見えてきます。スライド 13〜16 ページにまとめました。

まず、学内ユニットでどうして今あるものが立ち上がっているかというと、

COEやリーディング大学院、SGU、COI、世界展開力等々の部局横断型の中

大規模外部資金に申請するときにその活動を契機にユニットが形成されていま

す。学内で分野横断的な、部局横断的なものということで位置づけて承認して

いくというものです。SPIRITS を契機としてユニットが組まれたものも中に

はあります。人文系よりも社会科学系のものが多いというのが文系に関する特

徴で、また、地域研究系が多いのと、先ほどの例で言うと、学際分野を中心と

した部局自体が多いということもあります。傾向としては、何かしら文系の分

野が関わっているユニットの割合が 38 件中 27 件。ライトユニットに関して

は、全ての分野と銘打っているものも多いせいで、10 件中 9件に文系が入っ

ています。傾向としては、心理学、教育学、あと、経済学、経営管理など、先

ほど言ったように社会科学系が多いのと、京大の強みとして地域研究系のもの

が多い。テーマとしては、先ほど SPIRITS で上がってきたのと同じで、高齢

化社会と防災ですね。ほかには環境問題、あと広くて、SDGs、フューチャー

アースといったものが多いのと、最近の人工知能（AI）とか、SPIRITS のと

きはデジタル・ヒューマニティーズ、アーカイブがありましたが、もっと広く

データサイエンス系のものがあります。こういった傾向が見えてくる。

▌今後に向けて

　このような傾向を踏まえて、最後に今後に向けてということでお話ししたい

と思います。スライドは 19 ページです。これは、文部科学省の科学技術・学

術審議会学術分科会人社系ワーキングの審議まとめから引用したものですが、

人社系についてはなかなか学際難しいねと言われているその課題が、ここに集

約されている気がしたので挙げさせていただきました。連携・協働という本来

手段であるはずの事それ自体が目的化してしまっているというのが 1点。比較

的解決しやすい問題に傾いていって、本来意図するスケール感が失われてい

る、スケールが少し小さいものがどうしてもやりやすいというので増えるとい

うのが 2点目。あと、自然科学による問題設定が主導する形となって人文学・
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社会科学の研究者が自身の専門性との関連においてインセンティブを持ちにく

いことなどが挙げられる。ここも後で岸本先生にぜひお話をお伺いしたいとこ

ろですが、そもそも本来の目的や解決すべき課題は何かというところをやはり

考えていかなければいけない。ただ学際やろうねということ、学際をどうすれ

ばいいのか、プラットフォームづくりをどうするかということの前に、目的や

課題が何かということの見極めが人社系としてはとても重要ではないかなと

思っています。

　そのようなことを考えて、幾つかの段階を考案しました。スライド 20 ペー

ジになります。

　まず、最初の段階として、学際・文理融合に限らず幅を広げて考える。学術

的成果のみにとどまらないで、産官学連携ですとか地域連携、社会連携なども

視野に入れて、共創研究という視点で考える。昨日の個人発表でも学際の例を

挙げて発表されている方々が結構多くて、産連などのご発表も、異分野融合と

いう観点でやってらっしゃるものが多かった。そういうことも視野に入れて

いったほうがいいのではというのが一つ。第 2段階として、先ほど言った現在

や未来の社会的課題や追求すべきテーマは何か、それに応じることのできる人

社系研究は何かということを、人社系のほうから探求して提示していくこと。

学際研究であること自体は目的ではなくて、社会課題の解決などをまず目的に

置くべきということですね。その上で、次にチーム形成や環境をどうするか、

プラットフォームづくりをどうするかというノウハウ等を考える段階。この 3

番目に関しては議論ができていますけれども、人社系としては、その前の二つ

の段階でもっと考えていったほうがいいのではないかなと個人的には思ってい

ます。

　これには、人社系は役に立たないということに対して、人社系というのは技

術的なことを開発するのではなくて、価値そのものを考える学であり、今後、

価値の軸が変わる段階で人社系研究というものが非常に役に立つものであると

いうことをまず認識していただきたいという人社系URAの側の思いがありま

す。あと、今年、コロナ禍があったということが非常に大きい。この夏、人社

未来系発信ユニットのほうで「立ち止まって、考える」というオンライン集中
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講義を開講したのですが、これはコロナ禍で人社系研究というのが、この問題

をどのように考えていけるかというテーマのシリーズ講義です。非常に聴講さ

れる方が多かったのですが、COVID-19 によって、潜在的にあった様々な社

会的課題が浮上してきて、それによって人社系研究に対するニーズが高まった

ことにより、人社系研究自体が先鋭化しているような気がしています。すごく

社会的需要や要請が増してきているので、ここに向けて人社系が何を提示して

いけるかということを考えたい。「提案する人文・社会科学」ということで新

たな価値の創出と共創に向けて、人社系URAが何をしていけるかということ

を考えたいなと思っています。

　すみません、少し長くなりましたが、以上です。トップバッターとして割と

大枠の話をさせていただきました。ありがとうございます。

＊1�発表資料に関してはこちらのURLにカラー版を掲載していますので、詳細をお知りになりた
い場合はご参照下さい。https://www.kura.kyoto-u.ac.jp/assets/1_2020-RMAN-J_slide.pdf
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　新潟大学研究企画室URAの久間木です。本日は発表の機会をいただき、あ

りがとうございます。「新潟大学の融合研究推進で取り組む人社系分野が先導

し分野融合システムで実施する研究でのURAの役割について」として、実

際、URAが中にちょっと入らせていただいている融合研究の実例紹介をさせ

ていただきます。

　まず、本学の状況を説明いたしますと、組織は 3研究科 10 学部あり、キャ

ンパスは主に 3箇所、うち市内の 2キャンパス間は 10 キロ程度ですが思った

よりも遠い距離となっており、学内の学際的な研究が進まない一つの要因とも

なっています。附属施設は病院・2研究所、日本酒学などの特色あるセンター

があります。研究者数 1,100 名で教員自体は医歯学系が大体半分、さらにその

半分が自然科学系と人文科学系となります。新潟大学のURAは 7名で動いて

おり、各担当がありつつも外部資金獲得支援は全員が担当する体制です。

　人文・社会科学系に特化した研究支援は実施していません（2021 年 4 月か

ら開始）が、人文・社会科学系対応としては、例えば、部局別で実施する科研

費説明会、個別の研究者支援などは行っています。研究 IR担当として、学部

内の科研費等の研究状況分析や論文の分析などを行い、それら情報を元に各部

局の研究担当副学部長とのミーティングを年 2回実施しています。この機会に

人社系研究ではどういったことを重視しているのかなど詳しくお聞きしていま

す。

　その他の取り組みとして、新潟大学発の異分野融合研究を萌芽段階から発展

ステージまで応援するU-go プログラム、URAが三つの取り組みを一体的に

新潟大学の融合研究推進（U-go プロ
グラム等）で取り組む人社系分野が 
先導し分野融合システムで実施する 
研究での URA の役割について

新潟大学　研究企画室・主任URA　久間木　寧子
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推進して、新たな学問分野の創出と外部資金獲得の支援をします。その内容

は、研究者が一堂に会して直接交流できる場の設置（U-go サロン）、学問分野

の境界を超えた連携・融合をするための研究を推進するための学内グラント

（U-go グラント）、異分野連携などの研究者紹介をするマッチング支援（U-go

デスク）になります。

　今回の事例紹介に関連するU-go グラントの内容を少し紹介しますと、6月

に公募、9月から研究開始、約半年間最大 100 万円の研究費を配分します。学

問分野の領域を超えた連携を支援しているため、二つ以上の学問分野での参加

が必要です。本学教員は 2名以上、他機関研究者も参加可能です。URAは審

査委員としても関わっています。

　これまでの 5年間の申請課題は 126 件、うちチーム代表者が人社系研究者の

課題は 12 件、分担者に人社系研究者が入る課題は 27 件でした。本学研究者の

大体 2割程度が人社系研究者となるので、人社系研究中心の応募がまだ少ない

状況と言えます（人社系の分類は、大学の学部・学系等の分類に従っていま

す）。

　ではここからは人社系研究支援の具体的に取り組み内容を紹介いたします。

　環境哲学・合意形成について現場での活動を研究されている研究者から、自

分の研究内容に興味がありそうな研究者がいたら紹介して欲しいとの相談が発

端となりました。その後、開催したU-go サロン（異分野融合研究に興味のあ

る研究者が参加）で発表された民俗学・文化人類学の研究者の研究内に、地域

課題への取り組み方に共通点があるのではと考え、URAから両者の紹介を

行ったところ、各々が取り組む課題の中で特に「河川領域における地域課題」

に共通課題があり、また研究内容の他にこれからの研究進捗には「地域課題に

興味や課題を感じている自然科学系研究者の参画が必要」という課題が見え、

課題解決に向けた新しい研究チームを立ち上げることとなりました。そこで実

河川での河川の測定やその制御について研究されている工学系の研究者を紹介

したところ、「実河川領域の研究を展開する上で、その地域住民を含めた課題

も合わせて検討する必要性を感じており、人社系研究者と共同研究をしたいと

考えていた」ということがわかり、最終的には人社系 3名、自然科学系 2名の
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（新しい領域を立ち上げるというよりも）それぞれが元々持っていた課題でつ

ながり、その課題を社会学・生態学・水理学という異なった分野からアプロー

チするような融合研究チームになり、その内容はU-go グラント採択課題とし

ての活動につながりました。スライド 6ページにメンバーの詳細があります。

研究チームに参加した研究者からは、同じ課題に対して多角的な視野を得る良

い機会になった、学生の学術分野での人材育成の方向性が見えた、など色々な

効果への感想もありました。異分野融合チーム形成におけるコツを伺ったとこ

ろ、文系・理系などはあまり関係なく、研究者の積極性や明確なビジョンが

あったことで今回の研究チームがうまくいったのではないか、こういったやる

気のある方々の間をURAが積極的に取り持って欲しいという意見をいただき

ました。

　もう一つの人社系研究が主となる異分野融合研究の事例紹介は『科学技術イ

ノベーションによる地域社会課題解決（DESIGN-i）』と申請についてです。こ

の事業は、統括プランナーのもと、様々なステークホルダーをつないだ対話の

場で地域から課題を抽出して、科学技術イノベーションで解決していく取り組

みです。学内研究者から候補を検討した折、科学技術イノベーションでの課題

解決にはなるが、それよりも地域活動の実績がある社会科学系の研究者のほう

が統括には良いのではないかと考え、地域住民間の合意形成を行っている研究

者が統括となり、提案課題が採択となりました。ここでのURAの役割とし

て、なぜ自然科学系ではなく人社系研究者が中心になると良いのか、という構

想の理解を申請に関わる方々に説明することがありました。採択後は、地域課

題の抽出後に、その地域課題解決をどのような科学技術へ展開するか考える必

要がありますが、その部分は人社系研究者としては弱い部分になってしまうの

で、どのような研究者、研究分野や科学技術とコラボできるのかを、統括の考

えを反映しながら研究チーム形成を検討できるように、URAも併走する形で

参加しています。本発表に際して、自然科学系研究者と組む研究チームの課題

を統括の研究者に伺ったところ、自然科学系分野では、活動に対して明確な成

果（研究業績）を出さなくてはならないと考えるようで、クリエイティブな解

を生み出そうとしても、最終的には合理性や学術的な側面を重視するように
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なってしまい、面白くなくなってしまうことが課題と感じているそうです。人

社系研究の研究業績については、分野外の方などには非常にわかりづらく、自

分の活動をどう見せるのかは常々課題であるとも考えているとも言われていま

した。URAへの要望は、研究者自身をよく見ながら、色々な研究者を紹介し

てくれるコンシェルジュ的に併走してくれるとありがたいという意見がありま

した。

　人社系研究が中心となる融合研究チーム形成に関わらせていただいた感想と

しては、分野に関係なくチーム内で共通する研究キーワードが設定できるこ

と、人社系は、異分野融合研究の中では、自然科学系が不得意とする社会への

窓口の役割を担っている分野であることがよく分かりました。また人社系の中

にも、基礎系・応用系があると思うようになりました。人社系研究の活発化に

は、人社系研究の活動を分かりやすく紹介することや評価指標が、課題になっ

てくるのではないかと思っています。
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　私は、大阪大学で、2020 年 4 月に社会技術共創研究センターというのが発

足しまして、センター長をやらせてもらっています。その紹介をするのです

が、本籍はデータビリティフロンティア機構という、これもまた 4年前にでき

た新しいセンターで、そこに所属しています。そのデータビリティフロンティ

ア機構も、実は面白くて、マッチングをたくさんやっています。学内には様々

な部局に情報系の先生がたくさんいるのですけれども、他方で学内にはデータ

はいっぱい持っているのだけれども、解析がそんなに得意ではないという先生

がおられて、両方の先生をマッチングして、たくさんプロジェクトをつくって

います。私はそこで、パーソナルデータを使うとか、プライバシーの問題と

か、そういった問題が出てきそうなプロジェクトに関わるということをやって

おります。その延長線上で、社会技術共創研究センター、通称ELSI センター

というのができまして、対象をありとあらゆる科学技術に広げてELSI の研究

をするということになりました。

　新規科学技術を研究開発から社会実装に持っていくためにはたくさんのハー

ドルがあって、そもそも現行の法規制を遵守しているかみたいなものから、社

会が受容してくれるかとか、差別や不公平を生み出さないのかとか、悪用され

る可能性はないかとか、何かあった際の責任はどこにあるのかとか、様々な点

があるのですが、そうした事例はこれまで多数あるわけです。こうしたことを

未然に防ぐためにはどうすればいいかということを考えると、自然とこの

ELSI というものに行き着きます。

　大阪大学でも、ほかの大学も同様だと思うのですけれども、「世界屈指のイ

ノベーティブな大学へ」と掲げて、単なる研究開発だけではなくて、社会実装

大阪大学　社会技術共創研究センター
（通称ELSIセンター）の目指していること

大阪大学　データビリティフロンティア機構・教授／社会技術共創研究センター・センター長　 

岸本　充生
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まで持っていくのだということを宣言している以上、こうしたことを早い段階

から考えなければなりません。我々は、ELSI チームがあらゆる研究開発の初

期の段階から寄り添うのが理想だと考えているのですが、実際はなかなか難し

いのですが、それを目指しています。

　新規科学技術のシーズと社会実装の間はトランスサイエンス領域というふう

によく言われるのですが、大きく分けて安全とセキュリティのようなやや技術

寄りの話と、狭い意味での倫理的・法的・社会的課題（ELSI）という、やや

人文・社会科学的な話に分かれるのではないかなと思っています。

　例えば、安全とセキュリティの課題というのは特に昔からよく指摘されてい

て、レギュラトリーサイエンスとかトランスレーショナルリサーチのような形

で、基礎的な科学技術の研究スタイルから一歩踏み出すような形でカバーされ

てきた部分なのですが、他方、倫理的・法的・社会的課題（ELSI）というも

のは、どちらかというと、人文・社会科学側から実証的観察とか規範的な分析

でカバーしていくみたいな形でこれらのギャップ、すなわちトランスサイエン

ス領域を埋めるものです。これらは社会技術と呼ばれています。社会技術を共

創して研究・実践し、さらには人材を育成していくということで、社会技術共

創研究センター、通称ELSI センターという名称になっています。

　そもそも、ELSI、なぜ ELSI という言葉をフィーチャーしたのかというと

ころにちょっとだけ振り返らせていただきます。ethical, legal, and social is-

sues あるいは implications の略称が ELSI なのですが、実はこれ、新しい言葉

では全くなくて、1990 年にアメリカでヒトゲノムの解析のプロジェクトが始

まった際にELSI 研究プログラムというのが誕生したのが最初です。当時は

“issues”ではなくて“implications”ということで、ヒトゲノムが解読された

暁に一体どんなことが起こりそうかをあらかじめ予想して、それらに早くから

手を打っておこうという意図でした。特に有名なのは、差別の問題で、雇用さ

れたり、保険に加入したりする際に、ゲノムによって差別されることが懸念さ

れて、結果として遺伝子差別禁止法が整理するなど成果がでています。

　当初、外部向けの研究予算の 3％が ELSI 研究に充てられることになって、

後に法律で、「少なくとも 5％」ということになりました。人文・社会科学系
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の研究者からすると、莫大な研究資金が割り当てられることになり、その後、

複数の大学にELSI センター的なものが時限つきではあるものの設置されまし

た。このような枠組みは、その後、ナノテクノロジーや脳科学などにも適用さ

れています。

　欧州では同様の取り組みがELSAと呼ばれました。Aが aspects です。そ

の後、RRI、すなわち、Responsible Research and Innovation という概念に発

展していきました。

　他方、日本では、主に生命科学分野の中でELSI 研究というのはずっと実施

されてきたのですが、一般的には委員会に研究者が片手間で出席して意見を述

べるようなものが多くて、ELSI を対象とした研究プログラムや研究拠点は最

近までほとんど存在しませんでした。

　しかし、科学技術基本計画の中には、倫理的・法制度的・社会的課題という

ものが以前より明記され、ちゃんと人文・社会科学系と自然科学系とで融合し

て研究してくださいということが書かれています。

　ELSI 自体は生命科学分野で 30 年の歴史があるため、生命科学系の研究者

からは、なぜ今頃、手垢のついたELSI を始めるのかという疑問が当然出てく

ると思います。そうした歴史のある概念をあえて今、（生命科学分野に限らず）

あらゆる科学技術の分野に適用するというのがこのセンターのコンセプトに

なっています。

　参考までに、アメリカのELSI 研究プログラムの予算の推移を見てみます

と、ピークは 2010 年頃に年間 27 億円となっています。研究者主導型とプログ

ラム主導型に分かれており、2004 年からは、先ほど紹介した、Centers of Ex-

cellence in ELSI Research（CEERs）という拠点プログラムができました。か

なりの研究費がコンスタントに毎年、人文・社会科学研究に流れていることが

分かります。

　その結果、当然、こんなに大きな額が費やされているのに成果が出ていない

のではないかという批判にもさらされます。もう一つの批判は、──これは

“ELSIfication”というふうに少し揶揄されたりするのですけれども──、本

来、科学とか技術などに対してクリティカルであるべき人文・社会科学者が研
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究資金をもらって、科学技術の開発側と親密になり過ぎて批判的な姿勢を失っ

てしまったという点でした。ただ、これはなかなか難しい問題で、人文・社会

科学者が、自然科学系の大きなプロジェクトの中で雇用されて立場が弱い場

合、研究自体をやるべきではないだとか、社会実装にモラトリアムを設けるべ

きだとかはなかなか言うのは難しいことは想像できます。まさに、ここに引用

した「専門家としての誠実さを貫き、キャリアを捨てざるを得なくなるか、専

門家としての誠実さを損なう妥協をしてしまうかという選択を強いられる可能

性がある」ということになるわけです。

　ELSI 研究は本質的に利益相反が起こりやすい分野であり、こうした問題は

起きて当然なのです。ですので逆に、常に意識しながら実践する必要があるだ

ろうというふうに思っています。

　関係する話題としては、ELSI センターの立ち上げについて議論をしている

中で、やはり時々出て来る話題が、理系のシモベになってしまうのか、つま

り、理系の単なるお手伝いになろうとしているのかという警戒感です。人文・

社会科学の持つ独自の価値を高らかにうたい上げていくものではないかという

批判は当然出てきます。私自身は、こうした批判に対しては、確かにそういう

側面はあること自体は否定しないけれども、そもそも理系の人が誰も振り向い

てくれなかったら意味がないので、シモベのふりをしながら、人文・社会科学

の持つ価値をインプットするのですという言い方をしています。役に立つこと

を示すことは非常に大事なことで、単に言われたことをやるのではなくて、人

文・社会科学の価値をきちんとそこに入れていって、方向づけまでできるよう

に中に入っていくという意味です。

　ELSI 研究の対象を拡大する点に加えて、ELSI センターのもう一つの特徴

は、Eと Lと Sを区別して検討する点です。生命科学系では、ELSI という言

葉はあまり定義されず、技術以外のその他すべてを指していたり、生命倫理と

ほぼ同義で使われていたりしていました。社会（S）というのは世論のような

もので、変化しやすく不安定なのですが、倫理（E）というのは、社会におい

て人々が依拠すべき規範であり、短期的には安定しているのですが、中長期的

には変わりうる。そして、理想的には法（L）の基盤になります。例えば、死
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刑をどうするか、同性婚をどうするかは、最終的には民法や刑法の問題です

が、その前に倫理規範が変化する必要があり、さらにその前には社会が受け入

れることが前提となります。そういう意味で、Eと Lと Sは非常に近接な関

係にありますが、それぞれの役割が明確にあります。

　例えば、法的には大丈夫であっても、倫理面、あるいは、社会面で十分でな

ければ、「炎上」するような案件が結構あります。事業者の方々にこういう言

い方をするとよく分かってくださいます。

　他方、新しい科学技術は、たいていの場合、法律がそもそも想定していな

かったり、法律で認められていなかったりします。例えば、民泊、Uber（タ

クシー）、ドローン、そして自動運転もそうでした。法的には認められなくて

も社会が受容可能なものを、どう社会実装していくかというテーマになりま

す。これまでならば、法的に認められないのならやめましょうで終わっていた

のですが、そんなことをしていると、科学技術イノベーションということにな

らないので、ロビーイングを行って法規制を変えていこうということになりま

す。倫理規範がないならば、新しい倫理原則を打ち立てて提唱していくべきだ

となるわけです。事業者の方々にはELSI と切り口をこういう形で説明すると

共感を持っていただけます。

　ムーンショット型研究開発制度を開始するにあたって開催された国際シンポ

ジウムにおいて、ELSI に対する五つの誤解というテーマでお話をしまし

た＊1。研究要素がない、社会実装の段階で初めて必要になる、人文社会系の

研究者に任せておけばいい、イノベーションの邪魔をするものである、ELSI

の中で法的課題が最も重要だ、という見解はすべて誤解であって、そうではな

いのですよという話をしました。

　ELSI センターは、三つの部門と四つの機能を持つと言っています。三つの

部門は、総合的に研究する総合研究、学内・学外の研究者・事業者と連携して

共同研究プロジェクトを形成・推進する実践研究、そして、学外のステークホ

ルダーと産業界・行政機関と市民をつなぐ協働形成研究の 3部門であり、加え

て、その 3部門が合わせてELSI 人材すなわちELSI のことをちゃんと分かっ

たうえで研究開発をする人を育成することを掲げています。ただ、そもそも
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ELSI 人材の要件は何かというのは自明ではなく、まさにそういうことを議論

している段階です。

　ELSI センターのメンバーは、少しずつ増えつつありますが、ほとんどの人

が法学、法哲学、科学社会学、経済学、倫理学、人類学、科学技術社会論な

ど、人文・社会科学系です。また、私も含めて経歴が複雑、つまり自己紹介す

るのが面倒というメンバーも多いです。

　学内でいろいろなところと共創する際にURAは非常に重要だと思っていま

す。センター発足前には学内でELSI 研究に興味持ちそうな研究者の名前を挙

げてもらったり、ELSI 対応が必要になりそうな大型研究予算を受託している

研究者のリストを作ってもらったり、様々な形で支援してもらいました。セン

ター発足後は、大型研究公募に応募する研究者に紹介していただき、研究提案

に組み込んでいただきました。直接、ELSI センターに話が来る場合もありま

すが、URAに依頼が来て、そこから我々のところに話が来るというケースも

あります。残念ながら、現時点では研究予算が通って、ベストプラクティスを

紹介できるまでは至ってないのですが、そういったケースが幾つか出てきてい

ます。兼担の人文・社会科学系の教員が 20 名以上いますので、今後はそう

いった方々にも声をかけてマッチングの場を設けるようなことも試みたいと考

えています。

　ELSI センター発足前の話で、データビリティフロンティア機構の中のビッ

グデータ社会技術部門として参画した件ですが、Society5.0 実現化研究拠点支

援事業という年間何億というプロジェクトの中で、10 個の研究プロジェクト

の 8番目に「社会技術研究プロジェクト」として、我々、人文・社会科学系の

チームが、AI とかセンシングの研究者たちと一緒にパーソナルデータの利活

用のためのガバナンスの仕組みを考えたり、データマネジメントの基本方針を

つくったり、研究倫理審査支援をしたりと、様々な研究を行っています。スラ

イド 14 ページもご参照ください。

　最後に、コロナ禍の中で、実際このELSI センターが発足して全員が顔を合

わせたのは 2020 年 4 月の頭 1回だけということで、ほとんどリモートでやっ

ています。そんな中、2020 年 8 月 31 日には、ELSI NOTE No.4 として 6月に
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公表した「接触確認アプリとELSI に関する 10 の視点」について、日本記者

クラブで会見を行いました。その後、新聞社からの取材も多数来ています。

＊1�ムーンショット国際シンポジウム（2019 年 12 月 17 日〜18 日）分科会 7「分野横断」
https://www.jst.go.jp/moonshot/sympo/sympo2019/wg7.html
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　こんにちは。私は、大学共同利用機関法人・人間文化研究機構で評価・IR

担当の特任助教をしております押海と申します。本日は、人間文化研究機構の

一機関である、総合地球環境学研究所（以下「地球研」）における学際研究・

超学際研究の評価の取組みについてお話ししたいと思います。

　本題に入る前に、人間文化研究機構所属の私がなぜ地球研の話をするのかと

いうことを説明します。私は、2011 年 5 月から 2019 年 3 月まで地球研に在籍

しており、最後の 3年半の間は研究 IRを担当し、この後にも出てくる地球研

研究評価マトリクス（以下、「評価マトリクス」）の取りまとめにも参加したと

いう経緯があったため、このような発表の機会を与えていただきました。

　それでは、本題に入りますが、まず地球研のことを簡単にお話ししたいと思

います。地球研は 2001 年に文科省の附置研究所として創設され、2004 年から

人間文化研究機構の所属機関となっております。地球研の特徴として、フルリ

サーチ期間 5年のプロジェクトベースで研究を行い、全研究教職員が任期付き

であるという点があります。地球研は設立以来、自然科学、人文科学、社会科

学の垣根を超えた学際研究を推進することによって地球環境問題の解決を目指

すということをミッションとして活動していましたが、第 3期中期目標期間か

らは、これまでの学際研究をさらに発展させた、超学際研究を推進することを

新たなミッションとしています。

　次に、学際研究・超学際研究をどう評価すべきなのかという問題の前提とし

て、学際研究・超学際研究の定義について確認したいと思います。この点は、

実際に評価を行う際に、何をどういう指標を使って評価するのかという際に重

要になります。4枚目のスライドの図を見ていただきますと、左から右にMo-

地球研において学際的・超学際的共同
研究を推進するための評価に関する取
組み

人間文化研究機構　機構長室・特任助教　押海　圭一
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no-disciplinary という単一分野の研究があり、次に、Multi-disciplinary、In-

ter-disciplinary という、一般的に学際研究と訳される領域、さらにその先

に、Trans-disciplinary という、超学際研究と訳される領域があります。学際

研究の中にはMulti-disciplinary と Inter-disciplinary の二種類がありますが、

この違いは、図では各分野が接する線が実線か破線かで表現されるように、分

野間で方法論や概念、原理などの統合、融合が起こったかどうかという度合い

で分類しています。そのような統合が起こった場合は Inter-disciplinary、起こ

らなかった場合はMulti-disciplinary とここでは整理されています。次に、

Trans-disciplinary と学際研究の違いは、図の中の分野が全て破線になってお

り、Inter-disciplinary よりもさらなる融合や統合を求めている点と、Non-aca-

demic environment という、学術界以外のステークホルダーの参加があるかど

うか、という点です。Trans-disciplinary の定義については、国や研究機関に

よって異なる定義もあるのですが、地球研としては基本的にこのような定義に

沿っています。

　次に、地球研における学際研究・超学際研究の定義を確認します。地球研の

研究プロジェクトの公募要領の中に、応募者に対して求めるものとして、「学

際的統合」と「トランスディシプリナリティ」があります。「学際的統合」は

学問分野を有機的に統合するもの、「トランスディシプリナリティ」は、社会

の多様なステークホルダーと協働することが定義として上げられています。こ

の定義から検討すると、学際研究については、学際的統合を求める点で、先ほ

どの定義の中のMulti-disciplinary よりは Inter-disciplinary に近いであろうと

いうことと、トランスディシプリナリティについては、上述の定義とほぼ同じ

であることがわかります。

　地球研の研究評価の話に入る前に、研究評価そのものについて少し説明した

いと思います。「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」が決定

されて 15 年以上経ちますので、研究評価については多くの方がある程度の知

識をお持ちだと思いますが、知らない方もいらっしゃると思いますので、一応

簡単に説明いたします。まず、評価を実施する際に、最初に考える必要がある

のが評価の目的です。目的が決まらなければ、その評価自体の内容や評価のた
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めに何をするかが漠然となり、評価の最大の効果を得ることが難しくなるため

です。スライド 6の表では評価の種類や目的等を整理しています。大きく分類

して、内向きの評価と外向きの評価があり、外向きの評価の例としては、大学

ランキングや、文科省が行う概算要求、国立大学法人評価のようなものがあり

ます。外向きの評価への対応としては、例えば、ある機関の強みといえる少数

の指標を見つけて、それを対外的に上手に見せるようなことが可能であろうと

考えられます。それに対して、内向きに、機関や個人の研究活動を推進すると

いう目的で評価を使う場合には、まず研究のプロセス全体を把握する必要があ

ります。そして、そのプロセスの中でどこがうまくいったか、うまくいかな

かったかを評価することが必要になります。このような内向きの評価活動、研

究活動の推進のための評価を行うためには、ロジックモデルと呼ばれる考え方

が役に立ちます。

　ロジックモデルについてもご存じの方は多いかと思いますが、スライド 7の

ロジックモデルの例をみながら説明します。ロジックモデルは、ある取組みが

その目的を達成するに至るまでの論理的な因果関係を明示したものです。スラ

イド 7の図では、お金や人というインプット、研究活動というアクティビティ

があり、論文・出版などのアウトプットにつながり、そこから、仕事のやり方

の変化やテクノロジーの変化のようなアウトカム、さらに社会や環境、経済な

どに対するインパクトにつながっています。評価の際には、このインプットか

らインパクトまでの各段階で指標を設定し、その指標をモニタリングすること

で、ロジックモデル化された活動全体がうまくいっているかどうかを評価する

ことになります。学際研究・超学際研究の特徴として、社会課題の解決やイノ

ベーションの創出など、研究そのもの以外の目的も重要であることが挙げられ

ます。それらの目的はロジックモデル上ではアウトカムかインパクトに入るこ

とが多いと思いますが、研究プロジェクトのデザインの際に、それらを研究の

ロジックモデルに入れて設計する必要がある点が一般的な研究評価との違いで

す。スライド 7のロジックモデルは、オーストラリアのCSIRO（Common-

wealth Scientific and Industrial Research Organisation）が出しているもので

すが、この図の下の濃いグレーの矢印を見ると、インパクトまできちんとプラ
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ンニングの際に考え、アウトプットまではモニタリングを行い、全体としてイ

ンパクトまできちんと評価する必要があるということが示されています。ま

た、その上の横棒は各項目がどの程度コントロールが可能かというところも書

いてあり、インパクトを含めたプランニングから評価まで全体的に分かりやす

くて良いと思い使いました。なお、最近はMono-disciplinary な研究について

も、アウトカムやインパクトとは無関係でいることは難しくなってきており、

ほとんど全ての研究においてアウトカムやインパクトを志向して研究すること

が求められているので、このような考え方は非常に重要になると思います。

　次に、地球研の評価に関する取組みの説明をします。地球研の評価に関する

取組みの中で特徴的なのは、評価マトリクスをつくったことです。第 2期中期

目標期間（以下「第 2期」）の最後の 2年間に、地球研の第 3期中期目標期間

のグランドデザインについて地球研の全教員が関わって議論されました。その

中で、研究者や研究機関が自らの研究活動を活性化できるような評価が必要で

あるという議論が生まれました。評価マトリクスは、そのような評価が可能と

なることを目指して、研究者からボトムアップで提案された指標をとりまと

め、カテゴライズすることで作成され、第 2期の最終年度である 2015 年度末

にプロトタイプが完成しました。

　実際の評価マトリクスの一部をスライド 9に示しています。評価項目

（大）、評価項目（小）に分類されておりまして、その評価対象として、個人

（研究員）、個人（プロジェクトリーダー等）、プロジェクト、プログラム、研

究所という形で分類されています。評価マトリクスを概念的に示したのがスラ

イド 10 の図になります。先ほどの評価項目（大）には、研究成果の価値、プ

ロセスの適切性、学術的インパクト、社会的インパクト、人材育成があり、そ

の下に評価項目（小）として分類された項目があり、さらにその下には 200 以

上の指標があります。先ほどまでの発表でもありましたが、学際研究や超学際

研究の評価で難しいのは、これまであまり一般的に使われていなかった指標や

観点も考慮し、それらを評価に取り入れることです。この評価マトリクスに

は、研究者から見て、学際研究・超学際研究を評価する際に見て欲しい項目が

まとまっています。
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　第 2期の最後に評価マトリクスのプロトタイプは完成しましたが、その後の

活用は余り進みませんでした。そこで、なぜ活用が進まないのか、という理由

を検討しました。まず、評価マトリクス自体の活用目的、つまり、何のために

評価するのか、という点が不明確である点が考えられました。先ほど述べたよ

うに、評価マトリクスは研究者が自らの研究活動を活性化できるようにする、

という目的で当初は作っていたのですが、実際に使ってみようという際には、

もう少し目的を明確にして作り直す、もしくは再編集することが必要だろうと

いうことになりました。次に、ロジックモデルを前提として設計されていない

ため、実際の評価に使いづらいことや、200 以上の項目があるため、実際に評

価を行おうとするときに必要となるデータが膨大になってしまうこと、最後

に、定義が曖昧な指標や定量化手法の検討が必要な指標（例えば学際性をあら

わす指標）が多数存在するということが問題点として考えられました。以上の

ようなことから、実際に評価マトリクスを使うためには、まず評価デザイン

（目的設定）→ロジックモデルの作成→指標選定→指標の重みづけ→データ収

集・分析→評価という流れを考えてみることが必要であろうという結論になり

ました。また、その際に評価の目的を明確化することと、新たな指標自体の開

発も必要だろうということが分かってきました。

　そこで、2019 年 2 月に、地球研の研究者と研究者以外の方の参加を得て、

評価マトリクスをロジックモデルに位置づけるワークショップを行いました。

そこでは、主に評価デザイン（目的設定）、ロジックモデル作成、指標選定の

ところまで、みんなでやってみました。スライド 13 には当日のワークショッ

プの様子が出ていますが、各参加者にロジックモデルのインプットからインパ

クトまで、自分の研究や地球研の研究をよくするためにどういう指標が必要か

ということを考えてもらいました。

　もう一つの課題である、新しい指標開発については、地球研だけでは難しい

と判断しまして、情報システム研究機構・統計数理研究所（以下「統数研」）

と協力を開始しました。私が地球研を離れてからも協力関係は継続していま

す。MOUも結ばれ、統数研が開発しているREDi と呼ばれる論文の多様性を

測定する指標を用いた分析や研究者ネットワークの評価などに関する共同研究
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は現在も行われております。昨日のE-2 セッションでは、この件について、

地球研の谷口真人教授や統数研の本多啓介URAから発表がありました＊1。

　まとめに入ります。まず、地球研で開発した評価マトリクスを活用するた

め、ワークショップ形式でロジックモデルに落とし込むということを行いまし

た。ワークショップ形式でロジックモデルをつくることで、研究者と非研究者

の間でどういうことを評価したいとか、どういうことを評価してほしいかとい

うことの相互理解につながりました。また、評価マトリクスを実際に活用でき

る形にブラッシュアップするということは非常に重要であり、今後も続けてい

こうということが確認されています。また、新しい指標の開発、特に学際性・

超学際性指標については、統数研と協働で評価指標の調査研究を実施していま

す。さらに、人社系研究の卓越性に関する指標ついても、今後取り組むべきで

あろうということも確認されています。また、ロジックモデルを使ったワーク

ショップなどをすることの効果として、主に事務ラインで担当している国立大

学法人評価等への対応にもロジックモデル的な発想を取り入れ、評価やマネジ

メントをできるようになりつつあるのという点も挙げられます。最後に、評価

マトリクスを今後どれだけ活用できるかという点については、評価活動と研究

活動をどれだけリンクできるかにかかっているのではないかと個人的には考え

ています。さらに、研究評価そのものが研究者とか研究活動にとって本当に効

果的なのか、という根源的な問題や、評価についてはコストがかかりますの

で、朝のC-1 のセッションでも議論されていましたが＊2、どこまでのコスト

を使ってどれだけの評価を行うかというのは、答えの出ないかなり難しい問題

であると思います。

　地球研という、実際に 10 年以上学際研究を実施してきた機関における学際

研究評価の取組みは、他の機関にも参考にしていただけるのではないかと思い

ます。研究評価には、個別の事例の蓄積がまだまだ不足している点や、研究評

価自体が研究として日本ではまだまだ認識されていない状況もあります。しか

し、研究評価には研究マネジメント的な側面も研究としての側面もありますの

で、URAの方にとってはかなり関わりが深く、またURAの活躍が必要な分

野ではないかと思っております。ご清聴ありがとうございました。
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＊ 1 �RA 協議会第 6回年次大会E-2 セッション（2020 年 9 月 17 日）� ﻿
http://www.rman.jp/meetings2020/session.html#e-2

＊ 2 �RA 協議会第 6回年次大会C-1 セッション（2020 年 9 月 18 日）� ﻿
http://www.rman.jp/meetings2020/session.html#c-1
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　中野（司会）：ご発表内容が大変盛りだくさんで、それぞれお話をお伺いし

たいところですが、あまり時間もございませんので、残った時間で総論的な質

問を皆さんのほうに投げかけたいと思います。

　いわゆる学際研究や分野融合研究をする場合、何のために融合するのかとい

う目的がはっきりしないと融合すること自体が目的になってしまうことがある

との指摘が稲石さんからありました。新潟大学の事例のように研究者が互いに

自分の専門以外の研究分野を求めているケースもあるとのことですが、このよ

うな事例はまだまだレアケースだと思います。また、いわゆる自然科学主導で

科学技術研究が先行した結果、ELSI 問題に絞った非常に部分的な人社系の参

画・融合が求められている状況もあり、まだまだコミュニケーションの難しさ

が障害となっているのが現状だろうと考えています。

　この辺りについて、皆さんから他のご発表もお聞きになっての補足やコメン

トなどお願いできればと思います。押海さんにも、研究推進のための業績評価

という方向からコメントいただければと思います。

 質疑応答
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　稲石：通しで聞いていて、私の発表の中でも少しお話ししましたが、研究評

価をどう考えるかという点、最後、押海さんのご発表で随分言っていただけた

と思いますし、岸本先生のお話にもありましたが、重要なポイントであると感

じました。インパクト評価のようなことが、まだ日本では余りなされていませ

んが、学際や分野横断研究では、社会性の高い研究が多いので、今後、インパ

クト評価を日本がどのように導入していくかということと、学際の評価のこと

は並行して進めていく課題なのかなと思いました。

　久間木：理想的な状況を言うと、密でありつつも気軽なコミュニケーション

を研究者同士でとれる状況も一つの解かなと思います。今回、岸本先生のご発

表で伺った阪大ELSI センター設置は、こういうものが必要だということを表

に見える状況にした点が、すごいことだと感銘しました。皆様の発表から人社

系研究がどれだけ社会に寄与しているかということの見える化や、人社系が自

ら評価基軸を見せることが大事であることも感じました。

　押海：融合研究という形ではなく、人社系研究そのものをどう評価するのか

というのがかなり重要な問題になります。今回の発表ではその点は触れていな

かったのですが、やはりまだまだ議論が足りない部分だと思います。ただし、

C-1 のセッションで、理系の評価もやっぱり難しいよねというのが最初に話さ

れていたので、さらに議論すべき様々な問題が残っていると思います。私は、

人間文化研究機構という人文学の研究機関におりますので、今後も人文系研究

をどう評価するのかという点はきちんと考えていこうと思っております。

　岸本：多分、ELSI は、非常に文理融合のコラボレーションがしやすいフ

レーミングだと思うのですね。お互いに求め合ってマッチングする分には良い

のですが、もっと積極的にやろうとしたら、例えば、人文社会系の研究者が脳

科学のELSI をやりたいと言って脳科学の先生のところに押し掛けるものの、

脳科学の先生がそんなこと全く考えてもいなかった場合というのが出てくると

思います。現在、幸い、我々は依頼が来た案件をこなすだけで精一杯なので、
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営業活動まではしていないので、そういうミスマッチはまだ生じていないので

すが、ELSI 研究を早めに実施しておいた方が良いと強く感じた場合に先方を

説得するための材料として、ある種の失敗事例集を用意しておいて、説得材料

に使おうかといったことは考えています。逆に、我々にELSI 研究を依頼され

る場合は、今のところ予想の範囲内のものが来ているのですが、想定外のもの

が来た場合にどうするかという課題はあるかもしれません。ただ、僕なんかは

何でもやってみたいタイプなので、とりあえず引き受けるのではないかと思っ

ていますが、線引きをどうするかは今後考えていく必要があると思っています。

　中野（司会）：みなさま、ありがとうございます。では、セッションの最後

に一言ずつお願いいたします。

　稲石：今の岸本先生の失敗事例集というのはすごく面白いアイデアだなと思

いました。私も事例集というか、こういうことが人社や、京都大学でできます

よという例をもっと人社の側から発信していくべきだなというのが発表の趣旨

でもあったのですが、そういう取り組みを人社系URAネットワークで何かし

らできないかと思っていました。グッドプラクティスだけではなくて、こうい

う失敗例がありますというのを、ぜひ、できるといいなと思いました。

　久間木：今回の発表内容は関わる研究者の人依存の点が多くあったので、こ

れからは組織的にできることも考える必要性を感じました。非常に勉強させて

いただきました。ありがとうございました。

　岸本：今日は触れなかったのですが、私は、おそらく初の社会科学系の研究

者として産総研に 15 年ほど在籍していました。その間に、心理学や経済学を

専門とするポスドクなどの若手がたまに来るのですが、対象となる科学技術を

データや材料としか捉えないという人はなかなか長続きしないという印象があ

ります。ちゃんとした学際研究を行うには、ある程度、対象をきちんと理解し

ようとして中にまでがっつり入っていくこと、言い換えると対象に対して愛が
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あること、が必要なんだと思いました。

　押海：今回の皆さんのご発表で、人文系の学問は価値を創造したり価値に関

係するものだとおっしゃっていて、僕も本当にそうだと思います。人間文化研

究機構も同じような考えを出しているのですが、価値の創造などをどう表現す

るかというのは結構難しいと感じます。ELSI とか、社会課題の解決に関わる

ということで価値を創造するということもありますし、人社系の適切な評価に

よって今まで見えなかったものを見えるようにして人社系研究の価値を広く見

てもらうということも大事かと思いました。

　中野（司会）：ご登壇者の皆さん、ありがとうございました。それでは、す

こし時間が延びてしまいましたが、これでF-1 セッションを終了したいと思

います。どうもありがとうございました。
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略歴等は、2020 年 9 月当時のものです。
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　この報告書は、2020 年 9 月に開催されたRA協議会第 6回年次大会のF-1

セッション「異分野融合研究プロジェクトにおけるURAの役割について考え

る」をまとめたものです。このセッションは、神戸大学URAの平田充宏さん

が第 6回年次大会の実行委員としてテーマ「文理融合研究」のご担当でいらっ

しゃったところ、平田さんから幸運にも私にセッション担当者のオファーをい

ただいたことから実現しました。人社系をテーマにしたセッションということ

で、人文・社会科学系URAネットワーク幹事校との共同実施として、第 8回

JINSHA情報共有会になりました。平田さんにはこのような機会を与えてくだ

さったこと、そして一緒にセッション運営に取り組んでくださったことに改め

てお礼を申し上げます。また大阪大学・川人よし恵さんをはじめ人社系URA

ネットワーク幹事校の皆様には様々な形でご協力いただきました。

　開催からすでに 1年半経っているにもかかわらず報告書として記録を残した

いと思ったのは、最近の「総合知」をめぐる議論にあります。「総合知」とい

う言葉は、2021 年 4 月に施行された科学技術・イノベーション基本法の「あ

らゆる分野の科学技術に関する知見を総合的に活用して」というところに端を

発しているそうですが、その内容や定義については、現在議論が続けられてい

るところです。ただ、気候変動やカーボンニュートラル、パンデミック・リス

クなど地球規模の課題解決のために、多様なステークホルダーが多様な知を結

集して取り組むための概念であるという点は共通認識ではないかと考えていま

す。本セッションは「総合知」についての議論がまだそれほど盛んではなかっ

た頃に行われましたが、当時のテーマ設定やそれぞれのご登壇者の発表内容や

コメントは、今の状況にもつながる点が多いと考えています。

　またこの 1年半で人社系が果たす役割についての認識や議論、取り組み事例

も展開されており、この間の議論や取り組みの積み重ねを実感するきっかけに

もなるとも考えています。特にELSI 問題、学際研究や人社系研究の研究評価

については、最近さらに注目が高まっているように感じます。セッション後に

後記
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行われたオンライン情報交換会では、登壇者の方々にもご参加いただき、直接

お話を聞く機会を持てましたが、その時の話題の中心が設立されたばかりの大

阪大学ELSI センターとなっていたのは、今から思うと必然性があったように

思います。実際に、この 1年半の間にいくつかの大学でELSI に関連するセン

ターが設立されています。また研究評価については、例えば今年 1月末に行わ

れた文科省「科学技術・学術審議会学術分科会　人文学・社会科学特別委員会

（第 9回）（2022 年 1 月 28 日）」でも、「総合知」の議論と人社系研究の評価指

標の問題とが区別して議論されるべきであるとの指摘がなされており＊1、ま

さに本セッションでの問題提起との重なりを感じています。

　「総合知」や人社系研究をめぐる課題についての議論は今後さらに深まって

いくことが期待されますが、私たちURAの重要な役割のひとつは、異分野融

合プロジェクトに関わるべき研究分野の研究者が、その形成プロセスの初めか

ら主体的に参画し関わっていけるよう、つないでいくことではないかと考えて

います。この報告書が、当時の記録としてはもちろん、新しいひらめきやネッ

トワークの契機となれば大変うれしく思います。

　最後に、人文・社会科学系研究推進フォーラム、通称「人社フォーラム」に

ついてです。このフォーラムは、人文・社会科学系の研究にかかわる研究者や

URA、事務系職員、行政機関、資金配分機関の関係者等が、よりよい研究推

進のあり方をともに議論し、ともに行動することを目指して、大阪大学、京都

大学、筑波大学により 2014 年に発足しました。フォーラム等の企画・運営

は、人文・社会科学系URAネットワーク幹事校のURAたちによって行われ

ています。北海道大学は、2019 年に参画し、2020 年 10 月に主催校として、第

6回人社フォーラム「人社主導の学際研究プロジェクト創出を目指して」を開

催いたしました。人社系URAネットワーク幹事校は現在 13 校となり、これ

からも人社系URAのネットワークを広げながら、人社系分野全体の振興にも

寄与することを目指しています。このネットワークがさらに広がっていくよ

う、これからも取り組んで行ければと思います。
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2022 年 2 月 16 日

北海道大学　大学力強化推進本部　研究推進ハブ　URAステーション

セッション担当　中野　悦子

＊1�林隆之「人文・社会科学における研究評価の課題」文部科学省　科学技術・学術審議会　
学術分科会　人文学・社会科学特別委員会（第 9回）、資料 2-1（2022 年 1月 28 日）。
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